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研究成果の概要（和文）：現代ドイツ政治教育界では，カテゴリーが政治を理解する道具として

として捉え直され，さらに政治状況を判断するためのカテゴリーと政治状況を判断するための

カテゴリーへの体系化が図られてきた。カテゴリーという概念の不明確さ，学問の多元性から

くるカテゴリー体系確定の困難さ，対象の論理ではなく学習の論理の大切さが指摘されながら

も，政治的判断・行為能力育成のためにある種のカテゴリーの習得が必要と見なされている。 
 
研究成果の概要（英文）：Among the theorists of political education in Germany, categories 
were re-viewed as instruments for understanding politics, and then they have been 
organized into the categories for understanding and judging the political situation. 
Although being pointed out, that the concept of category is ambiguous, that it's difficult 
to establish a category system because of the diversity of sciences, and that the logic 
of learning is more important rather than the logic of the objects, an acquiring some 
kind of categories is seen as necessary in order to develop the capacity to judge and 
act politically. 
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１．研究開始当初の背景 
 ドイツ政治教育論史には，W.ガーゲルによ
る 1995 年の研究 1 の他に，H.W.クーン他に
よる 1993 年の研究 2 がある。これらはいず
れも基本的に年代史的研究であり，戦後ドイ
ツにおいてどのような政治教育論がいつ頃
提起されたかの概略は明らかになっている
が，政治的判断・行為能力育成に関する合意

が成立するまでにそれぞれの政治教育論が
どのようにかかわり，それらのどのような発
想や考え方が継承されたのかは必ずしも明
瞭にわかるものとなっていない。また，ドイ
ツ政治教育論の比較研究には，W.ガーゲルが
1981年に公表したもの 3がある。この時点に
おいて代表的な政治教育論とみなされてい
る諸論が特定の視点のもとで明らかにされ
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ているが，それぞれの論が政治的判断・行為
能力育成についてどのようなことを主張し
ているのかという点で比較検討されている
わけではない。現代ドイツ政治教育学におい
て共有されている目標がどのようなものか
を理解するためには，その目標とこれまでの
さまざまな政治教育論とのかかわりを明ら
かにする必要がある。本研究は，この課題に
取り組もうとするものである。 
 
２．研究の目的 
 政治的判断・行為能力育成は，現代ドイツ
政治教育学において広く合意が成立してい
る政治教育の目標である。このような合意が
成立するに至るドイツ政治教育学の系譜を
明らかにすることが，本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 ドイツ政治教育論における２大潮流であ
るカテゴリー学習論と生徒志向学習論の代
表的論者を取り上げ，政治的判断・行為能力
をどのように定義し，それらをどのような方
法で育成しようとしているかを明らかにす
る。 
 
４．研究成果 

カテゴリー学習論の代表的論者の W.ヒリ
ゲン，生徒志向学習論からの批判を受け止め
ながらカテゴリー学習論を展開している P.
マッシング，カテゴリー学習論批判の代表的
論者である W.ザンダーを取り上げ，それぞれ
の政治教育観，政治的判断・行為能力のとら
え方，その育成方法を明らかにした。 
W.ヒリゲンのカテゴリー教育論では，まず，

「人間の尊厳」と「社会的不平等の克服」オ
プチオーンが，学習対象種に応じて具体化さ
れる。これら具体的オプチオーンが認識を導
く利害関心として機能し，鍵となる概念とし
てのカテゴリー対が学習対象種に応じた「危
険とチャンス」の具体像を把握する枠組みと
して設定される。例えば，「基礎的」欲求に
かかわる学習対象については，「欠乏-技術と
学問による欲求充足」というカテゴリー対で
ある。このカテゴリー対は，状況把握カテゴ
リーと呼ぶことができよう。次に，「危険と
チャンス」の具体像，すなわち状況把握をふ
まえながら，チャンスをつかみとるための政
治的行為の可能性が弁証法的相補関係とし
て定式化される。例えば，「経済感覚-社会状
況への依存」という弁証法的相補関係である。
これは，政治的行為カテゴリーと呼ぶことが
できよう。各学習対象に関する学習内容は，
これらの状況把握カテゴリーと政治的行為
カテゴリーによって選択・構成されるのであ
ろう。他方で，政治的行為可能性を検討する
ための鍵となる問いが，「危険とチャンス」
の具体像をもとに導き出される。例えば，「誰

が-誰に-誰のために-何のために-どのくら
い？」という鍵となる問いである。選択・構
成された学習内容のうち，政治的行為可能性
にかかわるものについて，このような鍵とな
る問いにもとづく学習過程が展開するので
あろう。 
鍵となる問いは，例えば以下のようなもの

である： 
１．誰が-誰から-誰のために-どれだけ-何
のために？ 

２．どのくらいの非規制-どのくらいの規
制と拘束力？ 

３．どのくらいの間接民主主義-どのくら
いの直接民主主義？ 

４．どの方法（どのくらいの権力）が必要
-どの方法が目標を損なう？ 

第３の問いと関連してはいるが包括的な
問い： 

誰がそのことについて決定を下すか？（誰
が規制を貫徹するか？） 

なお，ヒリゲンは政治的行為可能性につい
てのみ「弁証法的」と表現しているが，「危
険とチャンス」とその具体化としての状況把
握カテゴリーも，社会の現実の中に読み取る
ことのできる相のうち両極に位置し，かつ，
矛盾するものを対置しているという意味に
おいて，ヒリゲン的な意味における「弁証法
的」カテゴリーと呼ぶことができるはずであ
る。そういう意味において，状況把握と政治
的行為可能性に関する弁証法的カテゴリー
が，ヒリゲンにおける政治学習の内容選択・
構成原理となっていると言えよう。 

しかし，1975年版教科書『見る 判断する 
行動する』を検討すると，理論で示された人
間の欲求の種類や１６の「挑戦」は反映され
ていない。また，「危険」や「チャンス」と
いう抽象的状況把握カテゴリーは何カ所か
に登場するが，その学習対象種に即した状況
把握カテゴリーや政治行為カテゴリーは明
示的には現れない。認識を導く関心である具
体的オプチオーンも明確には表現されてい
ない。理論が教科書内容に反映されていない
ないしはそのように見えることには，教科書
が学校現場で採択されるために学習指導要
領の枠からあまり離れた内容構成を取るこ
とができないという現実的な理由の他に，ヒ
リゲンにおいてカテゴリーに与えられた第
一義的な役割が，教師が教育内容研究を行い，
教育内容を構造化するための指針を示すこ
とであったためでもあろう。 

ヒリゲンのカテゴリー教育論の主な功績
は次の２点にあると言える。すなわち，第一
に，K.G.フィッシャーによる，抽象的ではあ
るが特定の理解内容である「洞察」を政治教
育の内容構成原理とする考え方から，特定の
理解内容を対象から読み取る道具としての
カテゴリーを内容構成原理とする考え方へ



 

 

の転換を図ろうとしたことである。残念なが
ら，カテゴリーを生徒自身が習得し，活用す
るという発想がなかったため，厳密な意味で
のカテゴリー教育論を展開したとは言えな
いが，他の政治教育学者がカテゴリー教育論
を展開するための基盤を提供したと言える。
第二に，B.ズトールや P.マッシングのカテゴ
リー教育論に受け継がれ，定着していく，カ
テゴリーを弁証法的相補関係にある二項を
セットにする考え方を提唱したことである。
マトリックスに示された弁証法的カテゴリ
ーがそのまま受け継がれたわけではないが，
政治的行為可能性を二項対立的に見るとい
う発想が継承されている。 

P.マッシングは，生徒志向学習論の系譜に
属すると考えられる「行為志向」原理を取り
入れながら，カテゴリー学習論を展開してい
る。マッシングによると，「行為志向」原理
が政治授業に対して持つ意味は，次の３点に
ある。 

1.政治システムの次元：民主主義を学ぶ，
つまり政治的行為能力を育成すること
ができる。 

2.生徒の次元：「言語的・抽象的」タイプ
の生徒だけではなく，「具体的・実践的」
タイプの生徒も授業に参加することが
可能になる。 

3.教科教育学の次元：ボイテルスバッハコ
ンセンサスの制圧禁止原則，論争導入原
則に対応できる。 

ここでいうボイテルスバッハコンセンサ
スとは，1976年のボイテルスバッハ会議にお
いて異なる政治的・思想的背景をもった政治
教育学者・実践者がミニマムのコンセンサス
として確認したとされる，政治授業を構想す
るにあたっての３つの原則（制圧禁止原則，
論争導入原則，関心考慮原則）のことである。
また，「行為志向」の具体的授業方法として
のロールプレイ，トークショー，計画ゲーム，
ディベートに関してはそれぞれ，社会的問題
や政治的立場を学習者に明確に意識させる
ことができたり社会における意思形成過
程・メカニズムを明確化したり学習者の政治
的判断形成を促進することができるという
個別的意義がある。 

しかし，これらの「行為志向」原理を政治
授業に導入するだけでは，マッシングの考え
る望ましい政治の見方や判断力を育てるこ
とを保証できない。望ましい政治の見方を保
証するためには，政治サイクルモデルを授業
に導入する必要がある。政治サイクルモデル
は，問題—対決—評価・反応という政治サイク
ルに関するカテゴリーと，このサイクルに影
響を及ぼす憲法，法律，制度，経験，価値・
イデオロギー，活動者・関係者，利害，権力
関係，状況，解決策，費用と利益というカテ
ゴリーのシステムである。望ましい判断を保

証するためには，判断基準カテゴリーを授業
に導入する必要がある。判断基準カテゴリー
とは，効率性と正当性という異なる最上位の
カテゴリーと，それぞれに位置付く有効性，
コストパフォーマンス，あるいは自由，公平，
などのカテゴリーである。 

マッシングは，政治上の様々な立場を前提
とする多元主義を受け入れつつ，様々な立場
によって許容可能なより包括的分析・判断カ
テゴリーを見いだすこと，学習者個々人によ
る判断を根拠づけるためのカテゴリーを整
備することによって，これまでのカテゴリー
教授学を発展させようとしているように見
える。「右」または「左」という単純化され
た「約束モデル」で政治現象をとらえるので
はなく，静的な政治制度も，問題やコンフリ
クトをめぐる動的な政治過程も含み込んだ
政治サイクルモデルで政治現象をとらえさ
せようとしている。また，政治的決定を目的
合理性のみあるいは価値合理性のみで判断
するのではなく，それら二つの基準を補完的
ないしは緊張関係的に適用しながら判断さ
せようとしている。全体として，多元主義的
カテゴリーシステムを構想することで，これ
までのカテゴリー教授学の伝統を発展させ
ようとしているように見える。 

W.ザンダーは，認識論的構成主義に依拠し
ながらカテゴリー学習論を批判し続けてい
る。政治教育の目標は民主的な社会に参加し，
自身の市民的権利を行使するための資質と
知識を身につけさせることだとする。その資
質は，政治的判断能力，政治的行為能力，方
法的能力である。特に政治的判断能力にかか
わって，政治的判断のためのカテゴリーを習
得させようとするカテゴリー学習論を批判
する。この根拠を，カテゴリーという概念の
不明確さ，学問の多元性からくるカテゴリー
体系確定の困難さ，対象の論理ではなく学習
の論理の大切さに求めている。カテゴリーと
は具体的対象には関わらない，人間の認識の
根源的あり方を指すのか，個々の学問領域に
おける基本概念を指すのかが不明確ないし
は曖昧である。社会を対象とする学問にはさ
まざまな分野やアプローチが存在し，社会諸
科学全体をよりどころにするカテゴリー体
系はない。議論の対象となっているカテゴリ
ー体系は，対象である政治的現象をいかに捉
えるべきかという対象の論理にもとづいて
おり，学習者が政治をいかに捉えうるのかと
いう学習の論理にもとづいていない，という
批判である。 

しかし，政治的判断における学習の進展を
論じる中で，ザンダーは事実上，一定のカテ
ゴリーの習得を想定していることが読み取
れる。政治的判断の質の向上は，「複雑性の
増加」であるとする。そしてそれは，コール
バーグを引き合いに出しながら，価値判断の



 

 

場合は判断の理由として参照する領域が個
人的な利害から狭い社会的環境，特定の社会
で有効なルール体系，全ての人間に有効な普
遍的倫理原則へと拡張することであるとす
る。また事実判断の場合は，「水平方向」と
「垂直方向」への問いについてより精緻に分
析ができることであるとする。「水平方向」
の問いとは，政治の諸次元（法的・制度的枠
組み，参加諸グループ・個人の目標・利害，
現実の権力関係を考慮に入れた立場貫徹機
会），帰結と副次的帰結，政治的なものの文
脈である。「垂直方向」の問いは，メディア
における政治の現実，中長期的問題状況，人
類の課題としての政治である。つまれ，ここ
に列挙されたカテゴリーにもとづいて政治
の分析・理解ができることを，ザンダーは前
提としているわけである。カテゴリー学習論
の最大の批判者の論の中に，ドイツ政治教育
界においてカテゴリー学習論が根付いてい
ることを読み取ることができる。 

３人の論者を検討することにより，次のこ
とが明らかになった。ドイツ政治教育界では，
カテゴリー学習論者によって政治教育の内
容構成原理としてのカテゴリーから特定の
理解内容を対象から読み取る道具としての
カテゴリーへの転換が行われ，さらに政治状
況を判断するためのカテゴリーと政治状況
を判断するためのカテゴリーへの体系化が
図られてきた。生徒志向学習論からの，カテ
ゴリーという概念の不明確さ，学問の多元性
からくるカテゴリー体系確定の困難さ，対象
の論理ではなく学習の論理の大切さが指摘
されながらも，政治的判断・行為能力育成の
ためにある種のカテゴリーの習得が必要と
見なされている。 
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